市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：高洲南小学校区への公園整備を
（問）児童一人当たりの公園面積は全市平均58㎡だが、高洲地区は3㎡である。南小は生徒数511名だが遊具のある公園がほとんどない。整備が必要。
（答）遊具のある公園は少ない地域と認識している。既存ストックの活用をふまえ地元の意見を聞きながら整備手法を検討していく。
標題2：農地の転用を～農地法等の制約は実態に即しているか
（問）市街化調整区域の青地地域は、高齢化や後継者不足などで農業を続ける事が出来なくても転売転用が出来ず、固定資産税や草取りが多大な負担となっている。住宅地の転用が可能か優良田園住宅制度の実施をすすめていくべきではないか。
（問）現在この制度は県が青地地域を対象外としているが、国は可能としているので青地農地への建設が可能になるよう、改めて県と協議していく。
標題３：市の教育方針「未来を生き抜く力の育成」は小中一貫教育でないと進められないのか
（問）本市は全学区で小中一貫教育を進めるとしているが、現状の小6－中３制度で「未来を生き抜く力の育成」に支障があるのか。
（答）6-3制が駄目という事ではない。文科省調査では、小中一貫で教育効果もあがり中1ギャップは解消している。
（問）文科省調査は、小中一貫教育を実施している自治体のみを調査対象としており、実施していない85%の自治体との比較調査はない。
（答）成果を報告する調査という事で認識している。

（問）一貫校のメリットとされる中1ギャップ（不登校やいじめの急増）の解消の具体的根拠はない。行政が使うべき言葉ではない。
（答）中1の段階で突然問題行動が起こる事や校種間の違いがいじめ不登校の主な原因と考えていない。
（問）同時に全学区で導入されるコミュニティスクール（学校運営協議会）は年5回程度の会合でありながら、校長が策定する学校運営の最高方針を承認する権限が与えられる。現場が混乱しないか。
（答）そのようなケースの場合、教育委員会が調整することになる。
